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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第10期

第３四半期
累計期間

第11期
第３四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 2020年10月１日
至 2021年６月30日

自 2021年10月１日
至 2022年６月30日

自 2020年10月１日
至 2021年９月30日

売上高 (千円) 5,575,822 7,778,413 7,769,472

経常利益 (千円) 494,600 877,905 645,191

四半期(当期)純利益 (千円) 387,635 ― 622,421

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) ― 600,824 ―

四半期包括利益又は包括利益 (千円) ― 602,783 ―

純資産額 (千円) 3,538,876 4,425,284 3,794,564

総資産額 (千円) 5,822,513 7,338,779 6,201,268

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 25.44 39.37 40.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 24.96 38.76 40.08

自己資本比率 (％) 60.8 59.5 60.9
 

 

回次
第10期

第３四半期
会計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.26 13.29

 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第10期第３四半期連結累計

期間及び第10期連結会計年度に代えて、第10期第３四半期累計期間及び第10期事業年度について記載してお

ります。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（マッチング事業）

第１四半期連結会計期間より、コデアル株式会社の株式を取得したことに伴い、当該会社を連結の範囲に含めて

おります。

（その他）

第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表の作成に伴い、株式会社OPSIONを持分法適用の範囲に含めて

おります。

この結果、2022年６月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社１社及び持分法適用関連会社１社により

構成されることとなりました。

 

EDINET提出書類

株式会社クラウドワークス(E31019)

四半期報告書

 3/19



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したものであり

ます。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種の進展や各

種政策による効果により経済活動の本格的な再開と経済活性化が期待される状況ですが、新型コロナウイルス感染

症の変異株や、ロシア・ウクライナにおける社会情勢不安などもあり、国内外の経済の見通しは依然として不透明

な状況が続いております。当社グループにおいては、コロナ禍を経て、企業や個人の働き方に関する価値観が変化

し、潜在労働力となっている女性やシニア、障がい者などの活躍の機会拡大、会社員の副業・兼業など、企業に勤

める以外の働く選択肢が拡大しております。また、2019年４月より「働き方改革関連法」が順次施行され、2020年

４月には「同一労働同一賃金」の施行、2021年４月の「高年齢者雇用安定法」の改正による70歳までの雇用延長な

ど、雇用制度面の改革も進んでおります。こうした流れを受け、雇用形態によらない人材確保を行う企業が増加し

たほか、大企業も従業員の副業・兼業を容認し、週４日勤務制度を導入するなど、従来の働き方にも構造変化が起

き始めております。また、コロナ禍でオンラインでのコミュニケーションが浸透し、企業活動のデジタル化やEC化

が進展したことで、外部の専門人材（フリーランス・副業者・兼業者）やインターネットを介して働くクラウド

ワーカーを活用する企業が増加するなど、人材調達の在り方も変化しております。こうした動きは当社グループを

取り巻く市場にとって追い風であり、2022年６月末時点で登録ユーザー数は508万人（前年同期比+58.7万人）、登

録クライアント数は81.2万社（前年同期比+8.0万社）となりました。

　このような環境のもと、当社グループはコア事業であるマッチング事業への投資を集中する方針に従い、生産性

を向上させ、成長と利益拡大の両立を図ってまいりました。その結果、当第３四半期連結累計期間においては、

マッチング事業の流通取引総額、売上高、売上総利益の全指標が修正開示予想に対して順調に推移し、生産性向上

の取り組みを継続したことで、３四半期連続で営業黒字を実現いたしました。

　マッチング事業においては、エンジニア・デザイナー等の専門人材を求める企業ニーズが引き続き高く、リモー

トワークを活用した専門人材（フリーランス）の活用が進んでおります。また、企業のテレワークの導入や、業務

のデジタル化が進展するにつれ、オンラインの事務アシスタントのニーズも拡大しております。

　ビジネス向けSaaS事業においては、フリーランスや社内人材の業務管理を効率的に行うSaaSサービスとして提供

しているクラウドログが大手顧客の獲得を行うなど順調に伸長しており、引き続き先行投資を行っていく予定で

す。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、売上高7,778,413千円、営業利益は882,726千

円、経常利益は877,905千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は600,824千円となりました。

（注）当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、四半期連結損益計算書に係る

比較情報を記載しておりません。

 
　セグメント業績については、次のとおりであります。

 
①マッチング事業　 　 　

　当第３四半期連結累計期間のマッチング事業においては、継続的なWEB広告投資及び人材採用による営業体制の

強化によって、流通取引総額・売上高・売上総利益はいずれも修正開示予想に対して順調に推移いたしました。

また、生産性向上に取り組み、営業利益を計上いたしました。

　この結果、取引額の総額を示す流通取引総額は14,138,453千円、売上高は7,619,492千円、売上総利益は

3,354,677千円、セグメント利益は1,031,983千円となりました。

 
②ビジネス向けSaaS事業 　

　当第３四半期連結累計期間のビジネス向けSaaS事業においては、引き続き大企業クライアントの開拓やマーケ

EDINET提出書類

株式会社クラウドワークス(E31019)

四半期報告書

 4/19



ティングの強化による新規の顧客開拓に注力したほか、新機能追加に伴う契約単価の向上を図りました。 　

　このため、売上高および売上総利益は156,053千円となり、セグメント損失は142,616千円となりました。     

 
 

（２）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は7,338,779千円となりました。流動資産は6,703,227千円となり、

主な内訳は、現金及び預金が4,974,397千円、売掛金が841,526千円、未収入金が823,857千円であります。固定資産

は635,552千円となり、主な内訳は有形固定資産が56,016千円、無形固定資産が116,142千円、投資その他の資産が

463,393千円であります。

 
（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は2,913,495千円となりました。流動負債は2,861,746千円となり、主

な内訳は、未払金が843,482千円、預り金が1,211,647千円であります。固定負債は51,749千円となっております。

 
（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は4,425,284千円となりました。純資産の増加は親会社株主に帰属す

る四半期純利益の計上により、利益剰余金が増加したものであります。

 
（注）当社は第10期連結会計年度は連結財務諸表を作成していないため、四半期連結貸借対照表に係る比較情報は

記載しておりません。

 
 
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

　

（５）従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

　

（６）主要な設備　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの主要な設備について著しい増減はありません。　

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,271,160 15,271,160
東京証券取引所

グロース
（旧マザーズ）

単元株式数は100株であります。

計 15,271,160 15,271,160 ― ―
 

　（注）「提出日現在発行数」には、2022年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月30日
（注）1

10,000 15,271,160 900 2,696,885 900 2,654,885

 

 
(注)１ 新株予約権の権利行使による増加であります。

 
　　２ 当社は、2022 年５月 16 日開催の取締役会において、2018 年５月 14 日付「資本業務提携及び第三者割当

による新株式の発行に関するお知らせ」にて公表しました第三者割当により調達した資金の使途の一部について

変更することを決議いたしました。

(1)変更理由

当社は、2018 年５月 14 日開催の取締役会において、当時の成長戦略「クラウド経済圏」の実現を加速さ

せるため、注力領域である FINTECH 及びシェアリングエコノミーの推進を目的として、当社及び株式会社大

和証券グループ本社（以下「大和証券グループ本社」といいます。）との間の資本業務提携を締結し、

FINTECH サービスの開発について検討を重ねてまいりました。しかしながら、FINTECH 領域における急速な競

争環境の激化や、2019 年５月の FINTECH 子会社であった株式会社クラウドマネーの解散を踏まえ、2020 年

9 月期よりコア事業であるマッチング事業への選択と集中を図る方針に変更を行いました。その後も、大和証

券グループ本社との間で FINTECH サービスの開発について継続的に協議してまいりましたが、今後の当社の

成長戦略の中で、マッチング事業の成長と利益拡大に集中することが企業価値向上において重要と考え、協議

の末 FINTECH サービスの開発・検討について停止することとなりました。これにより、2022 年５月 13 日付
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けで大和証券グループ本社との資本業務提携を解消し、当社が第三者割当により調達した資金の使途を変更す

ることといたしました。当該資金の使途については、マッチング事業の持続的な成長と利益拡大を図るための

成長資金として資金使途を変更いたします。

なお、大和証券グループ本社とは、当社主幹事証券会社グループとして、これまで通り当社の資本政策およ

び企業価値向上にむけて連携してまいります。

 
(2)変更の内容

（変更前）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

FINTECH サービス開発資金 393,219
2018年６月～

2020年９月
 

 
（変更後）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

マッチング事業の成長資金 393,219
2022年６月～

2022年９月
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,253,200
152,532

「１(１)②発行済株式」の「内容」
の記載を参照

単元未満株式
普通株式

7,960
－ －

発行済株式総数 15,261,160 － －

総株主の議決権 － 152,532 －
 

（注）１．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が認識できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が86株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりませ

ん。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年10月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第３四半期連結会計期間

(2022年６月30日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 4,974,397

  売掛金 841,526

  未収入金 823,857

  営業投資有価証券 30,355

  その他 51,486

  貸倒引当金 △18,395

  流動資産合計 6,703,227

 固定資産  

  有形固定資産 56,016

  無形固定資産  

   のれん 93,651

   その他 22,491

   無形固定資産合計 116,142

  投資その他の資産  

   その他 463,877

   貸倒引当金 △483

   投資その他の資産合計 463,393

  固定資産合計 635,552

 資産合計 7,338,779

負債の部  

 流動負債  

  短期借入金 103,036

  未払金 843,482

  預り金 1,211,647

  その他 703,581

  流動負債合計 2,861,746

 固定負債  

  長期借入金 20,999

  その他 30,750

  固定負債合計 51,749

 負債合計 2,913,495

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 2,696,885

  資本剰余金 2,654,885

  利益剰余金 △1,000,349

  自己株式 △120

  株主資本合計 4,351,299

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 18,367

  その他の包括利益累計額合計 18,367

 新株予約権 55,617

 純資産合計 4,425,284

負債純資産合計 7,338,779
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 7,778,413

売上原価 4,264,815

売上総利益 3,513,598

販売費及び一般管理費 2,630,872

営業利益 882,726

営業外収益  

 預り金失効益 47,494

 為替差益 20,465

 その他 3,851

 営業外収益合計 71,810

営業外費用  

 持分法による投資損失 75,552

 その他 1,078

 営業外費用合計 76,631

経常利益 877,905

税金等調整前四半期純利益 877,905

法人税等 277,080

四半期純利益 600,824

非支配株主に帰属する四半期純利益 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 600,824
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 600,824

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 1,958

 その他の包括利益合計 1,958

四半期包括利益 602,783

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 602,783

 非支配株主に係る四半期包括利益 -
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

(1) 連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、コデアル株式会社の株式を取得したことに伴い、当該会社を連結の範囲に含め、

四半期連結財務諸表を作成しております。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表の作成に伴い、株式会社OPSIONを持分法適用の範囲に含めて

おります。

 
(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、コデアル株式会社の決算日は3月31日であるため、連結財務諸表の作成にあたっては連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

 
(会計方針の変更)

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、収益認識会計基準等の適用による損益及びセグメント情報に与える影響はありません。

また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとん

どすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項

また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべて

の契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首

の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

 
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 (税金費用の計算)

　税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれん償却額は、次のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 23,074千円

のれん償却額 11,896千円
 

 

(株主資本等関係)
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当第３四半期連結累計期間(自 2021年10月１日 至 2022年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 2021年10月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額マッチング

ビジネス向け
SaaS

計

売上高       

一時点で移転され
る財又はサービス

1,308,224 - 1,308,224 38 - 1,308,262

一定の期間にわた
り移転される財又
はサービス

6,311,267 156,053 6,467,320 - - 6,467,320

顧客との契約から
生じる収益

7,619,492 156,053 7,775,545 38 - 7,775,583

その他の収益 - - - 2,829 - 2,829

(1)外部顧客への売
上高

7,619,492 156,053 7,775,545 2,867 - 7,778,413

(2)セグメント間の
内部売上高又は振
替高

- - - - - -

計 7,619,492 156,053 7,775,545 2,867 - 7,778,413

セグメント利益
又は損失（△）

1,031,983 △142,616 889,366 △6,640 - 882,726
 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規開発事業等を含んでおります。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　マッチング事業セグメントにおいて、コデアル株式会社の全株式を取得し、同社を完全子会社化しております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては101,244千円であります。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年６月30日)

（１）１株当たり四半期純利益金額(円) 39.37

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 600,824

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

600,824

普通株式の期中平均株式数（株）  

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額(円) 38.76

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 241,204

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

2021年12月24日開催の取締
役会決議による第12回新株
予約権

新株予約権の数　913個
（普通株式　　91,300株）

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月15日

株式会社クラウドワークス

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 島村　哲  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 根本　知香  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クラウ

ドワークスの2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クラウドワークス及び連結子会社の2022年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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